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【はじめに】 

本書は、平成20年３月期（平成19年４月１日～平成20年３月31日）における当社の会社概要、 

営業の状況および経理の状況について記載したものです。 

 

【主な記載項目について】 

１．会社の概況 

「会社の沿革」 当社の設立から現在までの沿革を記載しております。 

「会社の目的」 定款に記載された当社の目的を記載しております。 

「事業の内容」 当社の経営組織、事業の内容について記載しております。 

「財務の概要」 平成20年３月期における資本金、純資産額、営業収益、経常利益等の主要な 

財務指標について記載しております。 

「主要株主等」 株主の氏名、所有株式数等を記載しております。 

「役員の状況」 当社の役員の氏名、主要略歴等を記載しております。 

「従業員の状況」 当社の社員数、登録外務員数等を記載しております。 

             

２．営業の状況 

「営業方針」 当社の営業方針、企業の特色等について記載しております。 

「当社および当業界を取巻く環境」 内外の経済の状況、商品先物取引業界の動向等について 

                記載しております。 

「営業も経過および成果」 当社の平成19年度における業績について記載しております。 

 「対処すべき課題」 当社が対応すべき今後の課題等について記載しております。 

 「受託業務管理規則」 当社が受託業務の適切な遂行のために定められている社内管理規則 

           を記載しております。 

 

３．経理の状況 

「財務比率」 

（a）純資産額規制比率 

純資産額（＊） 

リスク額（＊） 
× 100 

 

    （＊「純資産額」とは、商品取引所法第211条第４項において準用する同法第99条 

第７項に基づく商品取引所法施行規則（以下、「施行規則」という。）第38条の 

規定により算出したものであります。また、「リスク額」には、商品市場におけ 

自己の計算による取引であって、決済の決了していないものについての価格変動 

等により発生し得る危険に対応する額（「市場リスク」という。）と、商品市場 

における取引の相手方の契約不履行等により発生し得る危険に対応する額（「取 

引先リスク」という。）とがあり、同法第211条第１項に基づく施行規則第99条 

の規定により算出したものであります。） 
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 「純資産額規制比率」とは、純資産額の、商品市場において行う取引につき生 

ずる相場の変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額として施行規則 

で定めるところにより算出した額に対する比率であり、これが高いほどリスクに 

対する余裕があるといえます。 

 

（b）純資産額資本金比率 

 純資産額（＊） 

資 本 金 額 
× 100 

 

    （＊「純資産額」とは、商品取引所法第211条第４項以外において準用する同法第 

99条第７項に基づく施行規則第38条の規定により算出したもので、上記（a）の 

純資産額とは計算が異なります。） 

      資本金に対する純資産の割合をみるもので、比率が高いほど経営が安定してい 

るといえます。 

 

（c）自己資本資本金比率 

自 己 資 本 

資 本 金 額 
× 100 

 

      資本金に対する取崩し可能な資本を含む自己資本の割合を見るもので、比率が 

高いほど経営が安定しているといえます。 

 

（d）自己資本比率 

自 己 資 本 

総 資 産 額 
× 100 

 

      総資産に占める自己資本の割合を見るもので、比率が高いほど経営が安定して 

いるといえます。 

 

（e）修正自己資本比率 

自 己 資 本 

総資産額（＊） 
× 100 

 

    （＊「総資産額」とは、委託者に係る㈱日本商品清算機構または商品取引所への預 

     託金額と預託必要額のいずれか小さい金額および委託者債権の保全制度に基づい 

     て拘束されている資産の額を除いたものであります。） 

      上記の方法で算出された総資産額は実質的に事業資金として使用できないこと 

から、これらの預託額を控除した総資産額に占める自己資本の割合を見たもので 

あります。 
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（f）負債比率 

負債合計額 

純資産額（＊） 
× 100 

 

    （＊「純資産額」とは、商品取引所法第211条第４項以外において準用する同法第 

99条第７項に基づく施行規則第38条の規定により算出したもので、上記（a）の 

純資産額とは計算が異なります。） 

      純資産と負債合計を対比したもので、比率が低いほど長期的な支払能力の安定 

     性が高いといえます。 

 

（g）流動比率 

流動資産額 

流動負債額 
× 100 

 

      短期間に支払期限の到来する流動負債と短期間に現金化する可能性のある流動 

資産を対比したもので、比率が高いほど短期的な支払能力の安定性が高いといえ 

ます。 
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１．会社の概況 

 ① 会社名等 

商品取引員名 岡藤商事株式会社 
代 表 者 名 代表取締役社長 馬場 重久 
所 在 地 大阪市中央区本町三丁目２番11号 
電 話 番 号 ０６－６２６１－７６７１（代表） 

 

 

 ② 会社の沿革 
年 月   概    要  

昭和26年８月  大阪市東区北浜に岡藤商事株式会社を設立し、商品仲買人（現・商品取引員）
として登録、事業を開始 

 

昭和29年10月  本店を大阪市東区今橋に移転  

昭和31年４月  東京店（東京都中央区）、名古屋店（愛知県名古屋市中区）を設置  

昭和36年３月  本店を大阪市東区本町（現・大阪市中央区本町）に移転  

６月  商品仲買人である三愛商事株式会社（東京都中央区）を吸収合併  

７月  福岡店（現・福岡市中央区）を設置  

昭和46年１月  昭和42年の法改正による登録制から許可制への移行に伴い、農林大臣（現・
農林水産大臣）および通商産業大臣（現・経済産業大臣）から商品取引員の
許可を取得 

 

12月  雑貨等の輸出入業務（物品卸売事業）を開始  

昭和48年６月  実質的な本店機能を東京店に移管  

昭和54年８月  昭和50年の法改正により商品取引員の許可の更新制度が導入され、商品取引
員の許可を更新 

 

昭和61年10月  全店オンラインシステムの稼動  

昭和63年11月  電算センターを開設  

平成２年４月  100％子会社オカトーショウジ シンガポール プライベート リミテッド
（現・関係会社）をシンガポールに設立し、シンガポール・ゴム協会からギ
ャランティー・ブローカーの資格を取得（現・シンガポール商品取引所のマ
ーケットメーカー） 

 

６月  高速デジタル・ネットワークによるオンラインシステムの稼動  

10月  金地金の定額購入商品を開発、販売を開始  

平成３年２月  商品ファンドを設定、国内での販売を開始  

３月  100％子会社オカトーインベストメントマネジメント株式会社（現・関係会
社）を商品投資顧問業を目的として東京都中央区に設立 

 

４月  ニューヨーク駐在員事務所を開設  

８月  平成２年の法改正により第一種・第二種の区分許可制が導入され、第一種商
品取引受託業の許可を更新 

 

平成４年10月  「商品投資に係る事業の規制に関する法律」に基づき、商品投資販売業者の
許可を取得 

 

平成５年３月  100％子会社オカトー インターナショナル（米国）インコーポレイテッド
（現・関係会社）を米国の商品取引員に対する顧客紹介業務を目的として米
国ニューヨークに設立 

 

10月  白金地金の積立商品を開発、販売を開始  

平成７年６月  物品卸売事業から撤退  

10月  日本証券業協会に株式を店頭登録  

平成８年９月  100％子会社岡藤情報サービス株式会社（現・関係会社）を情報システムの
企画、設計および管理を主な目的として東京都江東区に設立 
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年 月   概    要  

10月  リスク軽減型通信取引を開発、販売を開始  

平成９年３月  経営効率の向上とグループ総合力の強化を目的として株式会社鈴川商店
（現・サン・キャピタル・マネジメント株式会社、関係会社）の株式を譲受
けにより取得して100％子会社とする 

 

５月  100％子会社オカトー インターナショナル（ケイマン）インコーポレイテッ
ド（平成17年２月清算）を商品ファンドの設定および管理を目的としてケイ
マンに設立 

 

11月  東京都中央区に東京店ビル（自社ビル）を建設・業務開始  

平成11年３月  特定電子取引を開発、販売を開始  

平成14年５月  外国為替証拠金取引の取扱いを開始  

平成15年９月  100％子会社金億（香港）有限公司（現・関係会社）を海外の商品取引員に
対する顧客紹介業務を目的として香港に設立 

 

平成15年10月  国内外の機関投資家向けに専用ネットワークを利用した電子取引サービス
を開始 

 

平成16年12月  岡三証券株式会社を所属証券会社とする証券仲介業の登録を完了  

12月  日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に
株式を上場 

 

平成17年２月  100％子会社岡藤商事分割準備株式会社（現・株式会社オクトキュービック・
関係会社）をインターネットトレードの専門会社設立のための準備会社とし
て東京都中央区に設立 

 

３月  株式会社ジャスダック証券取引所への株式上場を廃止  

平成17年４月  株式移転の方法により、当社の完全親会社として岡藤ホールディングス株式
会社を大阪市中央区に設立 

 

  新設分割の方法により、グループのバックオフィス業務を行わせるため岡藤
ビジネスサービス株式会社（現・関係会社）を大阪市中央区に設立 

 

６月  会社分割を実施し、当社の通信取引部門を株式会社オクトキュービックに承
継 

 

平成17年12月  日本初の貴金属バスケット運用型と貴金属関連株式での運用を組み合わせ
た商品ファンド「マイスターセレクト ゴールド」の取扱いを開始。 

 

平成18年11月  日本初のレセプトファンドなどの社債等の債券を組み込んだ商品ファンド
「マイスターセレクト 分配型」の取扱いを開始。 

 

平成19年２月  中国の金瑞期貨経紀有限公司との間で、商品先物事業や商品ファンド事業等
について業務提携をする方向で協議することに合意 

 

６月  元本を保全しつつ、好収益を追求する優先劣後型商品ファンド「スカイイン
パクト」の取扱いを開始。 
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 ③ 会社の目的 

１．商品取引所法に基づく商品取引所に上場されている各商品の先物取引、現金決済取引、 

指数先物取引、オプション取引（以下「上場商品の売買等」という）を行う業務 

２．上場商品の売買等の受託を行う業務 

３．次の商品に関する売買、輸出入、問屋、代理及び仲立の業務 

イ 大豆、小豆、とうもろこし、粗糖、精糖等の農産物及びその加工品 

ロ 天然ゴム及びその加工品 

ハ 綿糸、乾繭、生糸、毛糸、ステープルファイバー糸等の繊維原料及びその加工品 

ニ 金、銀、白金、パラジウム等の貴金属の地金及びその加工品 

ホ 鉄並びに銅、錫、亜鉛、アルミニウム等の非鉄金属及びその加工品 

ヘ 石油、天然ガスその他鉱物資源及びその精製品並びにその加工品 

ト 美術工芸品、宝石、食品、酒類、紙製品、家具及び日用品雑貨、皮革製品、衣料用繊 

維製品、金属加工機械、プラスチック加工機械、印刷機械、塗装機械、輸送機械、油 

圧機械、縫製機械、工業炉、金型、車両並びにこれらの部品、セメント、ガラス、セ 

ラミックス等の窯業製品、石材 

４．木材その他前号の商品に関する海外事業及び海外投資 

５. 金融商品取引法に定める金融商品取引業、金融商品仲介業及びその他業務 

６．海外商品市場における先物取引の受託等に関する法律の適用を受ける海外商品市場の先 

  物取引並びにその委託又は委託の媒介、取次ぎ若しくは代理を引き受ける業務 

７．有価証券の売買 

８．不動産の取得、処分及び賃貸借その他の利用 

９．通貨の売買取引、交換取引 

10．損害保険代理業および自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業 

11．前各号に付帯又は関連する一切の事業 

 

（注）上記のうち  線部分の事業は、現在行っておりません。 
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④ 事業の内容 
  （1）経営組織 
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（2）業務の内容 

 （a）主たる業務 

    イ．商品市場における取引の受託業務 

      当社は、商品取引所法第190条第１項に基づき、農林水産大臣および経済産業大 

     臣から商品取引受託業の許可を得た商品取引員であり、下記の商品市場の受託会員 

     として、当該商品市場における取引の受託業務を行っております。 

  許可番号：「農林水産省指令１６総合第１８７０号」 

       「平 成 １ ７・０３・ １６商第１号」 

取引所名 市場名 上場品目名 

農 産 物 小豆、一般大豆、Non-GMO大豆、とうもろこし、 
アラビカコーヒー生豆、ロブスタコーヒー生
豆、大豆ミール、生糸、大豆オプション、とう
もろこしオプション 

東京穀物商品取引所 

砂 糖 粗糖、精糖、粗糖オプション 

貴 金 属 金（標準取引、ミニ取引）、銀、白金、パラジ
ウム、金オプション 

ア ル ミ ニ ウ ム アルミニウム 

ゴ ム ＲＳＳ３号 

東京工業品取引所 

石 油 ガソリン、灯油、原油、軽油 

石 油 ガソリン、灯油、軽油 

鉄 ス ク ラ ッ プ 鉄スクラップ 

ア ル ミ ニ ウ ム アルミニウム 

ニ ッ ケ ル ニッケル 
ゴ ム ＲＳＳ３号、ＴＳＲ20 

中部大阪商品取引所 

天 然 ゴ ム 指 数 天然ゴム指数 
農 産 物 小豆、Non-GMO大豆、米国産大豆、とうもろこ

し、ブロイラー 

砂 糖 粗糖、精糖、粗糖オプション 

繭 糸 生糸 

水 産 物 冷凍えび 

関 西 商 品 取 引 所 

農産物・飼料指数 国際穀物等指数、コーヒー指数 

    ロ．商品市場における取引を行う業務 

      自己の計算において商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業務 

     は上記イに掲げた商品市場において行っております。 

 

    ハ．商品投資販売業務 

      金融商品取引法に基づき、商品ファンドの組成および販売業務を行っております。 

 

 （b）従たる業務 

      該当事項はありません。  
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 ⑤ 営業所の状況 

（平成20年３月31日現在） 

店舗の名称 所   在   地 電話番号 

本 店 大阪市中央区本町三丁目２番11号 06-6261-7671 

東 京 店 東京都中央区新川二丁目12番16号 03-3553-0711 

名 古 屋 店 名古屋市中区栄二丁目３番１号 052-202-7311 

八 重 洲 支 店 東京都中央区京橋二丁目７番14号 03-3538-0431 

池 袋 支 店 東京都豊島区池袋二丁目14番２号 03-3985-1431 

名古屋タワーズ支店 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 052-569-6320 

神 戸 支 店 神戸市中央区明石町32番地 078-391-1130 

広 島 支 店 広島市中区紙屋町二丁目１番22号 082-244-5131 

福 岡 支 店 福岡市中央区天神一丁目９番17号 092-761-2135 
  （注）平成19年７月20日付で京都支店、平成19年７月31日付で横浜支店、平成19年８月31

日付で新宿支店、平成20年７月12日付で名古屋タワーズ支店を廃止しております。 

 

 ⑥ 財務の概要 

   決算年月：平成20年３月期 

（a）資本金 3,084,864千円  

（b）純資産額 ＊１ 10,218,697千円  

（c）総資産額 43,671,502千円  

（d）営業収益 5,856,787千円  
（うち、受取委託手数料） （5,317,393千円）  

（e）経常利益 △509,995千円  

（f）当期純利益 290,840千円  
  ＊１ 純資産額は、商品取引所法第211条第４項以外において準用する同法第99条第７項に 

基づく施行規則第38条の規定により算出しております。 

 

 ⑦ 発行済株式総数 

    発行済株式の総数   9,965,047株（平成20年３月31日現在） 

   （注）当社の株式は非上場であります。 

 

 ⑧ 主要株主名 

（平成20年３月31日現在） 

氏名または名称 住   所 
所 有 
株式数 

発行済株式総
数に対する所
有権割合 

  千株 ％ 

岡藤ホールディングス
株式会社 

大阪市中央区本町三丁目２番11号 9,965 100.0 
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 ⑨ 役員の状況 

                        （平成20年３月31日現在） 

役名および 
職   名 

氏  名 
生年月日 

所 有 
株式数 
（千株） 

代表取締役 
会   長 

加藤  雅一 
昭和35年１月18日 

－ 

代表取締役 
社   長 

馬場  重久 
昭和19年10月23日 

－ 

専務取締役 松井  政彦 
昭和29年４月18日 

－ 

常務取締役 鈴 木  均 
昭和31年９月21日 

 

常務取締役 新越  雄作 
昭和22年11月21日 

－ 

常務取締役 林 田  清 
昭和25年２月25日 

－ 

取 締 役 諸石  保彦 
昭和28年２月12日 

－ 

取 締 役 立川  真司 
昭和43年７月３日 

－ 

取 締 役 塩塚  治久 
昭和36年12月24日 

－ 

取 締 役 川口  惠雄 
昭和23年４月22日 

－ 

取 締 役 杉本  卓士 
昭和34年９月６日 

－ 

常勤監査役 山口 晃志郎 
昭和11年５月30日 

－ 

常勤監査役 中村  紀夫 
昭和19年８月２日 

－ 

常勤監査役 望月  芳弘 
昭和22年12月24日 

－ 

計 １４名 － 
（注）監査役山口晃志郎および望月芳弘は、会社法第335条第３項に定め

る社外監査役であります。 

 

 ⑩ 従業員の状況 

男女別 営業・非営業 
 総  計 

男 女 営 業 非営業 

従 業 員 数 ３４８名 ２４５名 １０３名 ２４２名 １０６名 

平 均 年 齢 ３５．０歳 ３８．１歳 ２７．７歳 ３３．２歳 ３９．３歳 

平均勤続年数 １１．３年 １４．１年 ４．５年 ９．７年 １５．１年 

外 務 員 数 ２８９名 ２２０名 ６９名   
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２．営業の状況 

 ① 営業方針 

当社は、顧客に安心してお取引をいただくために、従業員に対して法令遵守の意識を高める研

修を継続的に実施し、コンプライアンスの徹底を図るとともに、今後整備される新しい取引ルー

ルに対応するべくビジネスモデルの再構築や業務運営体制の見直しを適宜行ってまいります。 

また、新商品の開発・既存商品やサービスの継続的な改善に取り組み、既存顧客のみならず潜

在顧客の方々へも投資対象の選択肢を豊富に用意して顧客満足度を高めてまいります。さらに、

顧客とのリレーションを一段と強固なものとするため、営業部門と間接部門が一体となって様々

な施策の実施に取り組み、信頼性の向上と経営基盤の強化を図ってまいります。 
 
 ② 当社および当業界を取巻く環境 

当期の米国経済は、低所得者層向け住宅金融であるサブプライムローン問題が深刻化し、信用

リスクの拡大から金融市場が不安定化するとともに、株価下落を背景に雇用情勢にも減速傾向が

見られるなど、景気後退懸念が高まりました。 

ユーロ圏経済は、ドイツ等の製造業を中心に輸出が堅調に推移したほか、ＥＵへの新規加盟国

の内需拡大もあって、全般的に安定成長をたどりました。 

アジア経済は、米国向け輸出が景気減速に伴って次第に伸び悩みましたが、中国での内需拡大

を背景として、全体的には高成長をたどりました。 

わが国経済は、アジア向けの輸出拡大から企業の生産活動が好調に推移したものの、米国経済

の減速から輸出が伸び悩みを見せると、景況感が後退し、個人消費の伸びも抑えられるなど、回

復基調にも鈍化の傾向が見られました。 

当期の、商品先物取引業界は、東京工業品取引所が取引時間を延長したほか、東京穀物商品取

引所では、コーヒーと粗糖が板寄せ取引からザラバ取引へ移行されるなど、当業者等の参入によ

る市場流動性の拡大や利便性向上へ向け、前進が見られました。 

法改正関連では、金融商品取引法施行に合わせ、改正商品取引法が施行されました。 

新規上場関連では、東京工業品取引所において「金先物ミニ取引」が開始されるなど、市場参

加者の裾野拡大に向けての取組が進みました。 

商品市況は、世界的に貴金属、エネルギー、農産物等、広範な商品価格の上昇傾向が続きまし

た。一方、国内市場は農産物市場の大豆やトウモロコシが前年増となりましたが、貴金属市場や

石油市場の出来高減少もあって、全国市場売買高は142,141千枚（前年同期比83.5％）となりまし

た。 

 

 ③ 営業の経過および成果 
 （1）受取手数料部門 

当期の損益につきましては、営業損益では、主力商品である貴金属市場は健闘したものの総

じて低調に終わり、受取手数料は5,317,393千円（前年同期比82.8％）となりました。 

 

 （2）売買損益部門 

相場変動に即した堅実なディーリングが功を奏し446,052千円（前年同期比138.1％）となり

ました。 
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販売費及び一般管理費につきましては、6,574,098 千円（同 90.6％）となりました。 

営業外収益は、有価証券売却益等により 311,464 千円（同 169.6％）となり、営業外費用は

104,149 千円（同 158.3％）となりました。 

特別損益につきましては、特別利益は、譲渡により消滅した貸倒懸念債権に対し引当ててい

たものを含む貸倒引当金戻入益を 908,126 千円計上したことや、商品取引所法改正に伴い、日

本商品先物取引協会の「商品取引責任準備金の積立て等に関する規則」が改正されたことによ

る商品取引責任準備金戻入を 400,589 千円計上したこと、さらに、固定資産の流動化により固

定資産売却益を1,393,219千円計上したこと等により2,714,004千円（同3,960.3％）となり、

特別損失は一部の貸倒懸念債権を譲渡したことによる債権譲渡損失 855,537 千円を計上した

こと等により 977,048 千円（同 91.0％）となりました。 

以上の結果、営業収益は 5,856,787 千円（前年同期比 85.2％）となり、営業損失 717,310 千

円（前期は 383,398 千円の営業損失）、経常損失 509,995 千円（前期は 265,600 千円の経常損

失）となりました。なお、当期純利益につきましては、上記により税引前当期純利益 1,226,960

千円（前期は 1,270,229 千円の税引前当期純損失）となりましたが、繰延税金資産の回収可能

性を検討した結果、その大半を取崩し、法人税等調整額を 927,526 千円計上したこと等により、

290,840 千円（前期は 945,195 千円の当期純損失）となりました。 

 事業年度における受取手数料および売買損益は次のとおりであります。 
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（a）受取手数料 
（単位：千円） 

 期 別 
 
商 品 市 場 名 

第57期 
（自 平成19年４月１日） 
（至 平成20年３月31日） 

商品先物取引  

現物先物取引  

農産物市場 639,408 

砂糖市場 46,872 

水産物市場 17 

貴金属市場 4,050,504 

アルミニウム市場 692 

ニッケル市場 5 

ゴム市場 138,220 

石油市場 218,184 

鉄スクラップ市場 0 

小計 5,093,906 

現金決済取引  

貴金属市場 63,998 

石油市場 49,890 

農産物市場 － 

小計 113,888 

指数先物取引  

天然ゴム指数市場 3,405 

農産物・飼料指数市場 1 

小計 3,406 

オプション取引  

農産物市場 － 

貴金属市場 － 

小計 － 

海外市場計 20 

商品ファンド 106,169 

合計 5,317,393 
（注） １．消費税は含まれておりません。 
    ２．千円未満は切り捨てて表示しております。  
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（ｂ）売買損益 
（単位：千円） 

 期 別 
 
商 品 市 場 名 

第57期 
（自 平成19年４月１日） 
（至 平成20年３月31日） 

商品先物取引  

現物先物取引  

農産物市場 289,314 

砂糖市場 5,170 

水産物市場 11 

貴金属市場 166,816 

アルミニウム市場 － 

ニッケル市場 － 

ゴム市場 △11,237 

石油市場 △421 

鉄スクラップ市場 △78 

小計 449,575 

現金決済取引  

貴金属市場 1,640 

石油市場 11,778 

農産物市場 － 

小計 13,418 

指数先物取引  

天然ゴム指数市場 △80 

農産物・飼料指数市場 △27 

小計 △107 

オプション取引  

農産物市場 － 

貴金属市場 － 

小計 － 

海外市場計 22,312 

商品売買損益 67,577 

為替証拠金取引売買損益 △106,724 

合計 446,052 
（注） １．消費税は含まれておりません。 
    ２．千円未満は切り捨てて表示しております。  

 



 15

（ｃ）売買高 
（単位：枚） 

第57期 
（自 平成19年４月１日） 
（至 平成20年３月31日） 

  期 別 
  内 訳 

          
商 品 市 場 名 委託 自己 合計 

現物先物取引    

農産物市場 727,192 393,180 1,120,372 

砂糖市場 39,505 28,922 68,427 

水産物市場 214 4 218 

貴金属市場 1,409,262 489,181 1,898,443 

アルミニウム市場 2,724 － 2,724 

ニッケル市場 14 － 14 

ゴム市場 569,226 64,492 633,718 

石油市場 876,902 117,178 994,080 

鉄スクラップ市場 12 8 20 

小計 3,625,051 1,092,965 4,718,016 

現金決済取引    

貴金属市場 68,240 64,050 132,290 

石油市場 146,083 7,117 153,200 

農産物市場 － － － 

小計 214,323 71,167 285,490 

指数先物取引    

天然ゴム指数市場 12,837 24 12,861 

農産物・飼料指数市場 21 9 30 

小計 12,858 33 12,891 

オプション取引    

農産物市場 － － － 

砂糖市場 － － － 

貴金属市場 － － － 

小計 － － － 

合計 3,852,232 1,164,165 5,016,397 
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 ④ 対処すべき課題 
当期のわが国経済は、前半は好調な企業業績を反映した設備投資やアジア向けの輸出拡大に支

えられ、景気も緩やかな回復基調をたどりましたが、後半に入り、米国のサブプライムローン問

題に端を発した金融市場の世界的な混乱や原油および原材料価格の高騰、急激な円高・ドル安の

進行等の影響により、景気に減速傾向が出始め、先行きへの不透明感が増幅しました。 

商品先物取引業界においては、全国商品取引所出来高が4年連続減少するなど、引き続き予断を

許さない状況となっております。その中で、国内最大規模の東京工業品取引所においては、海外

を視野に入れた取組みとして、国際標準の取引機能・世界最高水準の性能を備えた取引システム

の導入や、取引ルールの変更、また、平成21年3月期以降に取引時間の24時間化等を予定するなど、

今後の方向性を示すべく環境の整備がなされているところです。 

このような環境下において当社は、顧客に安心してお取引をいただくために従業員に対して法

令遵守の意識を高める研修を継続的に実施し、コンプライアンスの徹底を図ります。今後、整備

される新しい取引ルールに対応するべくビジネスモデルの再構築や業務運営体制の見直しを適宜

行ってまいります。 

また、新商品の開発・既存商品やサービスの継続的な改善に取り組み、既存顧客のみならず潜

在顧客の方々へも投資対象の選択肢を豊富に用意して顧客満足度を高めてまいります。さらに、

顧客とのリレーションを一段と強固なものとするため、営業と本部が一体となって様々な施策の

実施に取組み、信頼性の向上と経営基盤の強化を図ってまいります。 
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⑤ 受託業務管理規則 

 

第１条（目   的） 

    この規則は、商品市場における受託業務の適正な管理を行うために必要な事項を定め、委託者の 

 保護育成を図ることを目的とする。 

第２条（受託業務管理組織） 

    当社は、受託業務の適正な管理を行うために、以下の者および組織を置く。 

 （１）受託業務管理担当   

ア 管理総括責任者 

    イ 管理副総括責任者 

    ウ 顧客相談部 

  （２）受託業務顧客サービス班 

     ア サポートセンター 

      イ 顧客サービス班 

２．管理総括責任者は営業管理部担当取締役をもってこれにあてる。 

３．管理副総括責任者は営業管理部長をもってこれにあてる。 

４．顧客相談部は関東、関西および名古屋に置き、顧客相談部責任者と部員を置く。 

５．サポートセンターは東京、関西および名古屋に置き、サポートセンター責任者と課員を置く。 

６．顧客サービス班については、以下のとおりとする。 

 （１）本店、東京店および名古屋店にあっては、店長を責任者とし班員を置く。 

 （２) 支店にあっては、支店長を責任者とし、班員を置く。 

 （３）サテライト支店にあっては、支店長を責任者とする。 

 （４）法人事業部にあっては、部の長を責任者とし班員を置く。 

第３条（受託業務管理組織の職務） 

    管理総括責任者の職務は、以下のとおりとする。 

（１）受託業務全般にわたる調整および管理を総括する。 

（２）特に最終審査者として、原則として不適当と認められる勧誘の適用除外に係る判定、商品

先物取引の未経験者に対する保護期間中の取引制限の解除に係る判定、直近３年以内に延べ 

90 日間以上の取引実績のある顧客の習熟委託者への認定、預託時期に関する自主認定基準

該 当者の認定等の職務等を行う。 

２．管理副総括責任者は、管理総括責任者を補佐し、受託業務全般にわたる調整および管理を統括す 

 る。また管理総括責任者が不在時にその職務を代行する。 

３．顧客相談部の職務は、以下のとおりとする。 

（１） 特に日常の適合性審査の審査者として、顧客相談部責任者は統括する店舗の管理審査業

務等を職務とする。 

（２）顧客からの受託に係る取扱要領に定められた登録外務員への再勧誘禁止の周知徹底と顧客

サービス班への勧誘拒否者に対する社内措置の指示 

（３）「口座開設申込書」および「顧客カード」の精査による顧客の選別ならびに審査 

（４）「顧客カード」の整備・保管 

（５）顧客の受託契約を締結する目的、顧客の資金力および取引経験等からみて不相応と判断さ

れる取引の抑制 

（６）「顧客からの受託に係る取扱要領」に基づく管理 

（７）登録外務員等の顧客に対する連絡サービス状況の掌握および営業部門に対する指導 
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（８）取引内容に異常な徴候が認められた場合の迅速適切な措置 

（９）外務員に対する関係法令規則等の遵守に係る指導および遵守状況の監視ならびに不適正な

事実を発見した場合の迅速適切な措置 

（10）顧客からの苦情、紛争に対する適切な対応および営業部門に対する調査 

（11）恣意的に紛争を多発させた顧客の参入予防措置 

（12）取引に必要な知識の啓蒙普及ならびに顧客の理解度を向上させるために必要な措置 

（13）勧誘拒否者への社内対応等顧客サービス班への指示、連絡および職務の調整 

４．サポートセンターの職務は以下のとおりとする。 

（１）顧客相談部責任者が必要と判断した顧客への対応 

（２）公共団体等の公金出納取扱者および高齢者、女性等、特にきめ細やかな管理を必要とする

顧客への対応 

（３）顧客には自身の判断と責任において取引をすることを徹底して理解を図り、投資可能資金

額を最小限に設定すること 

５．顧客サービス班の職務は以下のとおりとする。 

（１）「顧客カード」の作成、記載内容の照合および内容の訂正指導を含む調整と管理 

（２）取引開始前における顧客に対する商品先物取引の仕組ルール・リスク等の説明と確認 

（３）特に投資可能資金額とは、顧客が商品先物取引の担保として預託する取引証拠金等の性質

を充分に理解した上で、顧客自身が損失を被っても生活に支障のない範囲で取引証拠金等と

して差入れ可能な資金総額のことであり、その額は商品先物取引により損失が発生している

場合は当該損失額を控除した額のことである旨の顧客への説明 

（４）取引開始後における顧客に対する商品先物取引の仕組ルール等の理解度確認 

（５）顧客の資金力、取引経験等からみて不相応と判断される取引の抑制 

（６）外務員等の顧客に対する連絡サービス状況の掌握および営業部門に対する指導 

（７）顧客の取引内容に異常な徴候が認められた場合の迅速適切な措置 

（８）外務員に対する関係法令諸規則等の遵守に係る指導および遵守状況の監視ならびに不適正

な事実を発見した場合の迅速適切な措置 

（９）顧客相談部責任者により指示された事項の適切な措置および連絡ならびに指示を受けた勧

誘拒否者に対する社内措置 

第４条（顧客カードの作成と管理） 

  顧客と商品先物取引契約の締結を行う担当外務員は、顧客の適合性を審査するため、約諾書の差入

れを受ける前に、顧客から口座開設申込書の提出を受けるものとする。顧客サービス班は以下の事項

を記載した「顧客カード」を作成、その事項に変更があった場合はその都度更新し、顧客情報を適切

に管理するものとする。 

（１）氏名、性別、年令、生年月日、家族構成、住所および連絡先 

（２）職業、勤務先、役職および勤務先住所 

（３）資産および年収の状況 

（４）受託契約を締結する目的 

（５）投資可能資金額 

（６）商品先物取引および証券取引等の経験の有無 

（７）その他必要と認める事項 

２．顧客サービス班は、作成された「顧客カード」を管理し、顧客相談部責任者は各店管理課にて整 

 備・保管させるものとする。その写しは管理総括責任者の元に備え置くものとする。 
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第５条（適合性の原則による勧誘を審査する部署とその職務） 

適合性の審査は、前条により作成された「顧客カード」等に基づき、以下の部署にて予備審査、

本審査の審査および適否の判定を行うものとする。 

(１) 東京店、東京店管轄支店、東京店管轄サテライト支店、法人事業部、東京サポートセンタ

ーおよびプライベートディール部については関東顧客相談部責任者が予備審査、本審査の審

査を行う。 

(２) 本店、本店管轄支店、関西サポートセンターについては、関西顧客相談部責任者が予備審

査、本審査の審査を行う。 

(３) 名古屋店、名古屋店管轄支店および名古屋サポートセンターについては、名古屋顧客相談

部責任者が予備審査、本審査の審査を行う。 

(４) 上記（１）～（３）の審査終了後、予備審査、本審査の適否の判定は管理総括責任者また

は管理副総括責任者が行う。 

第６条（適合性の原則による勧誘を審査する基準） 

  当社は、本条の審査適否の判定があるまでは、顧客から約諾書の差し入れ、取引証拠金の預託お 

 よび売買注文を受けてはならない。 

１．適合性の原則による勧誘の審査基準 

各顧客相談部責任者ならびに管理総括責任者、管理副総括責任者は、第４条により作成され 

   た「顧客カード」に基づき、予備審査においては、主に顧客が商品先物取引に適合する顧客 

   属性を具備しているかどうかを審査判定するものとし、本審査においては、主に顧客の商品 

   先物取引の取引理解度、受託契約を締結しようとする目的、投資可能資金額設定の妥当性に 

   ついて審査判定するものとするが、その基準はいずれの場合も商品先物取引の勧誘および受 

   託を行うために、顧客の知識、経験、財産の状況等を総合的に勘案し審査判定を行ない、そ 

   の記録を予備審査、本審査の判定結果表に記録保存するものとする。 

２．常に不適当と認められる勧誘の審査基準 

以下に該当する者は、商品先物取引の委託の勧誘および受託を行わないこととする。 

（１）未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者および認知

障害の認められる者 

（２）生活保護法による保護を受けている世帯に属する者 

（３）破産者で復権を得ない者 

（４）商品先物取引を借入れにより行おうとする者 

（５）元本欠損又は元本を上回る損失が生ずるおそれのある取引をしたくない者 

３．原則として不適当と認められる勧誘の審査基準 

    以下に該当する者は、適合性の原則に照らして原則として委託の勧誘および受託を行わない 

 こととする。 

（１）年金、恩給、退職金、保険金等（以下「年金等」という）により主として生計を維持

している者（収入全体の過半を占める場合をいう） 

（２）一定以上の収入を有しない者（年間 500 万円の収入をその目安とする） 

（３）投資可能資金額を超える証拠金等を必要とする取引をしようとする者 

   (注) 取引を継続するために追証拠金等を支払うことにより証拠金預託必要額の金

額が投資可能資金額を超えることとなる場合、顧客に対し追証拠金等を支払って

取引を継続するよう勧める行為もこれに該当する。 

（４）一定の高齢者（75歳以上） 
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４．適合性の原則に照らして不適当と認められないための例外の要件 

（１）以下の事項を満たす証明があること 

     ア  年金等で生計をたてている者および一定以上の収入を有さない者に対する勧誘につ 

       いては、顧客が投資可能資金額の裏付けとなる資産を有していることを証明できるこ 

       と。 

イ  投資可能資金額を超える証拠金を必要とする取引に係る勧誘については、顧客が新た 

       に申告する投資可能資金額が損失をしても生活に支障のない範囲で設定されている 

       こと、および新たな投資可能資金額の裏付けとなる資産を有していることを証明でき 

       ること。なお、この申請は投資可能資金額の超過申請書により行うこと。 

     ウ  一定の高齢者の勧誘については、当該顧客が直近３年以内に延べ 90 日間以上を目安 

       として商品先物取引を行った経験があること、ならびに仕組み、リスクその他の説明 

       を受けた事項を的確かつ客観的に十分に理解していることを確認すること。 

（２）顧客本人の自書により、自らが適合性の原則に照らして原則として不適当と認められる 

     勧誘の対象者であることを理解しているとともに、前号の例外の要件を自らが満たすこと 

     について確認している旨の書面による申告があること。 

（３）前１号の要件を満たしかつ前２号の申出書があり、これを管理総括責任者が適否の判

定をした者については、適合性の原則に照らして不適当と認められないための例外の要

件を満たす対象者とする。 

第７条（商品先物取引の経験のない新たな顧客に対する管理措置） 

    商品先物取引の経験のない新たな顧客に対する勧誘および受注については、以下の管理措置を定 

 める。 

 (１) 商品先物取引の経験のない新たな顧客とは、適否の審査判定の直近３年以内に延べ 90 日

間以上の商品先物取引の経験が無い者をいう。 

（２）商品先物取引の経験のない新たな顧客の未習熟期間は、最初の取引を行う日から３カ月を

経過する日までと定め、この期間の満了をもって習熟委託者とする。 

 (３) 未習熟期間中は投資可能資金額の３分の１を当該期間の取引制限額として定め、この額を

取引本証拠金等の額の上限とする。 

２．原則として未習熟期間中は取引制限額の引き上げは行わないものとする。ただし、顧客本人から 

 前項３号の取引制限額を解除したいと希望する場合は、当該顧客から商品先物取引の経験がない者 

 を保護するために取引量を制限する措置が設けられていること、および商品先物取引に習熟してい 

 ると認められる場合に限られることを理解しており、この要件を顧客自らが満たすことについて確 

 認している旨の書面での申告を得るとともに、当該顧客が商品先物取引に習熟していることを客観 

 的に確認するものとし、管理総括責任者が適否の判定をした者については、適合性の原則に照らし 

 て、不適当と認められないための例外の要件を満たす対象者とする。 

第８条（顧客の売買取引の確認） 

  顧客から売買取引の受注をする営業担当外務員は受注の都度、顧客の売買取引を明確に確認する 

 ため、その受注内容を「受注記録簿」に記載するものとする。 

第９条（適正な受注の管理） 

  顧客相談部および顧客サービス班は、顧客の資金力・取引経験からみて不相応と判断される受注 

 の抑制や、取引内容に異常な徴候が認められた場合は、売買取引の受注をする営業担当外務員に対 

 して迅速適切な措置を講ずるよう注意を喚起しなければならない。 

第 10条（営業部門に対する管理） 

顧客相談部および顧客サービス班は、営業部門に対して、受託業務の適正化を図るために必要な 
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 事項について注意を喚起しなければならない。 

第 11条（営業担当外務員に対する管理） 

顧客相談部および顧客サービス班は、営業担当外務員に対して関係法令諸規則等の遵守に係る指 

 導および遵守状況の監視ならびに不適正な事実を発見した場合の迅速適切な措置をとるものとす 

 る。 

第 12 条（顧客からの苦情・紛争への対応） 

  顧客相談部および顧客サービス班は、顧客から取引にかかわる相談および問合せがあった場合は 

 迅速にその処理を図り、また取引にかかわる苦情の申出があった場合は速やかに事実の調査を行い 

 顧客と面談等のうえ、その解決を図らなければならない。 

第 13条（顧客相談部、顧客サービス班および営業部門との連絡、調整） 

営業管理部は、顧客相談部、顧客サービス班および営業部門から、顧客管理に関する事項につい

て相談および連絡があった場合はその調整および解決を行い、管理総括責任者にその報告を行うも

のとする。 

第 14条（法令等解釈に疑義が生じたときの措置） 

  営業管理部は、商品先物取引に関連する法令、社内規程等に疑義が生じた場合は迅速に法務部に 

 連絡し、法務部はその確認および解決を行い、管理総括責任者にその報告を行うものとする。また 

 営業管理部および法務部は、社内に対して当該事項を周知徹底しなければならない。 

第 15条（委託本証拠金の額等に係る措置） 

取引本証拠金の額等は、全ての上場商品につき、取引所が定める取引本証拠金基準額と同額とす 

 る。 

２．取引本証拠金の額等に係る社内責任者を管理総括責任者として定め、その内容について社内に徹 

 底するとともに、顧客に周知し、その記録を３年間保存する。 

第 16条（委託者との入出金に係る管理措置） 

  委託者との間の入金および出金は原則として振込みにより行う。 

  なお、やむを得ず現金の受渡しを行う場合は、顧客相談部責任者が委託者ごとにその必要性等に 

 ついて審査し、承認した場合に行うことができる。 

２．取引証拠金等を現金により受領する場合には、あらかじめ金額を記載した会社発行の取引証拠金 

 預り証の交付と同時に行うものとする。 

３．委託者から現金で入出金したときは、顧客相談部責任者または当該店管理責任者が、当該委託者 

 に対し、入出金の額、日時、担当外務員の氏名等について確認を行うものとする。 

４．現金の授受に当たっては、原則複数の役職員（担当営業外務員と顧客サービス班員）で対応する。 

ただし、やむを得ず一人の社員で対応する場合には、顧客相談部責任者の承認を得るものとする。 

第 17条（公金出納取扱者等の不正資金流入防止措置） 

  公金出納取扱者として、農業、漁業等の協同組合、信用協同組合、信用金庫その他の公共団体等 

 に勤務する委託者、および企業の経理・財務担当者等自己の資産以外の金銭等を取扱っている部署 

 に勤務する委託者については、本人から取引を行いたい旨の理由を明記した本人自書の申出書の提 

 出があり、第２条に定める管理総括責任者または管理副総括責任者が認めた場合に限る。 

２．前項で定める当該委託者（以下「当該委託者」という。）からの受注管理体制については以下の 

 とおり定める。 

（１）未習熟、習熟期間を問わず、新たな入金を行い建玉を増加させるために投資可能資金額を

超える証拠金を必要とする取引の審査判定は原則として認めない。やむを得ない場合でも、

管理総括責任者の承認がなければ申請することはできない。 

（２）追証、臨時増証拠金等の賦課など預託必要額の増加に伴う預り証拠金の不足に対して投資
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可能資金額を超える証拠金を必要とする取引の審査・判定に当たっては、顧客相談部責任者

および管理副総括責任者および管理総括責任者は当該委託者の取引理解度、資力等を総合的

に勘案して慎重に行うこと。 

 (３)当該委託者を管理する部署は、原則としてサポートセンター（サポートセンターのない支

店では店頭）とする。 

３．当該委託者については、担当外務員および顧客サービス班は前項（１）、（２）に規定した投資 

 可能資金額を超える証拠金を必要とする取引の申出があった場合および定期的に取引状況に異常 

 な徴候がないかを確認し不自然な動向等を感知した場合については、以下の手順により特段の措置 

 を講ずるものとする。 

(１) 担当外務員および顧客サービス班は、当該委託者が残高照合通知書等で取引状況の確認を行 

   っているかどうかを注視し、回答書等の提出がない場合は自ら回収を図り当該委託者に取引状 

   況を確認するものとする。 

(２) 担当外務員および顧客サービス班は、当該委託者に不自然な動向等を感知した時は調査表に 

   て顧客相談部責任者、管理副総括責任者を通して管理総括責任者に報告するものとする。 

(３) 顧客相談部責任者または管理副総括責任者は、（２）の場合において当該委託者と面談し事 

   情聴取を行う。今後の取引を継続することが困難な状況が確認された場合は、それ以降新たな 

   受注は行わないこと、また速やかに建玉決済と清算を行うことを当該委託者に要請し、担当外 

   務員および顧客サービス班等に周知徹底するとともに管理総括責任者に報告を行うものとす 

   る。なお当該調査に係る調査表は 10年間保存するものとする。 

第 18条（広告・宣伝に係る管理措置） 

  受託等業務に関する広告および宣伝については、当社の「広告等に関する取扱規程」に基づくも 

 のとする。 

第 19条（受託等業務における禁止行為および懲戒） 

    受託等業務を行う者は、「商品取引所法」、「同法施行令」、「同法施行規則」、「受託契約準

則」および日本商品先物取引協会の制定に係る「受託等業務に関する規則」等に定める禁止行為

をしてはならない。 

２．前項に違反した者は、就業規則に基づきこれを懲戒に処す。 

第 20条 （規則の制定および改正） 

    受託業務管理規則の制定および改正は、取締役会の決議を経て行う。 

第 21条 （日本商品先物取引協会への届出） 

   この規則は、日本商品先物取引協会へ届け出るものとする。これを改正したときも同様とする。 

 

    付   則  

１．この規則は、平成 元 年 11 月 27 日より実施する。 

２．本規則の実施にともない、「新規委託者保護管理規則」は廃止する。 

 ３．この改正規則は、平成 ３ 年 12 月 １ 日より実施する。 

４．この改正規則は、平成 ７ 年 12 月 １ 日より実施する。 

  ５．この改正規則は、平成 ８ 年 ８ 月 20 日より実施する。 

６．この改正規則は、平成 ９ 年 ６ 月 27 日より実施する。 

 ７．この改正規則は、平成 10 年 ７ 月 １ 日より実施する。 

  ８．この改正規則は、平成 10 年 ９ 月 １ 日より実施する。 

９．この改正規則は、平成 11 年 ２ 月 １ 日より実施する。 

10．この改正規則は、平成 11 年 ６ 月 １ 日より実施する。 
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11．この改正規則は、平成 11 年 ７ 月 １ 日より実施する。 

  12．この改正規則は、平成 12 年 ４ 月 １ 日より実施する。 

  13．この改正規則は、平成 12 年 10 月 １ 日より実施する。 

 14．この改正規則は、平成 14 年 ４ 月 １ 日より実施する。 

 15．この改正規則は、平成 14 年 ６ 月 17 日より実施する。 

 16．この改正規則は、平成 14 年 11 月 15 日より実施する。 

17．この改正規則は、平成 15 年 ４ 月 １ 日より実施する。 

   （ただし、第 15条、第 16 条の適用の時期は、平成 15年４月１日よりとする。） 

18．この改正規則は、平成 15 年 ６ 月 ６ 日より実施する。 

19．この改正規則は、平成 15 年 10 月 １ 日より実施する。 

20．この改正規則は、平成 16 年 ６ 月 １ 日より実施する。 

21．この改正規則は、平成 17 年 ５ 月 １ 日より実施する。 

   （ただし、第５条、第６条、第７条の適用の時期は、平成 17年５月１日よりとする。） 

22．この改正規則は、平成 17 年 ６ 月 27 日より実施する。 

23．この改正規則は、平成 17 年 12 月 26 日より実施する。 

24．この改正規則は、平成 17 年 12 月 30 日より実施する。 

25．この改正規則は、平成 18 年 ２ 月 １ 日より実施する。 

26．この改正規則は、平成 18 年 ３ 月 １ 日より実施する。 

27．この改正規則は、平成 18 年 ４ 月 １ 日より実施する。 

28．この改正規則は、平成 18 年 11 月 13 日より実施する。 

   （ただし、第 16条の適用の時期は、平成 18年 11 月 14 日よりとする。） 

29．この改正規則は、平成 19 年 ８ 月 １ 日より実施する。 

30．この改正規則は、平成 19 年 ９ 月 １ 日より実施する。 

31．この改正規則は、平成 19 年 ９ 月 30 日より実施する。 

32．この改正規則は、平成 19 年 12 月 17 日より実施する。 

 
 
⑥ 外務員の登録状況 
 

 
 
 
 
  ⑦ 委託者数 
 

期 首 委 託 者 数 新 規 委 託 者 数 期 末 委 託 者 数 

２，０８２名 １，０９２名 ２,１４８名 

 

期首登録外務員数 新 規 登 録 数 登 録 抹 消 数 期末登録外務員数 

２８０名 ８０名 ７１名 ２８９名 
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 ⑧ 苦情・紛争に関する事項 

    

（ａ）顧客等が提起したもの 

当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件 

苦 情 紛 争 訴 訟 苦 情 紛 争 訴 訟 

 

相互の話
合いによ
る解決 

紛争処理
機関での
解決 

 
相互に話
合い中 

紛争処理
機関で処
理中 

 

当該年度に新
規に発生した
案件の件数 

２４件 

１３件 ０件 ２件 ４件 １件 ４件 

前年度から継
続している案
件の件数 

２７件 

３件 １件 １２件 ６件 ０件 ５件 

合計 ５１件 １６件 １件 １４件 １０件 １件 ９件 

 （注）１．苦情とは、受託等業務に関し、顧客等から当社に対して異議、不平、不満等 

が表明され、又は紛争処理機関に相互の話合いによる解決の申出があったもの 

をいう。 

      ２．紛争とは、受託等業務に関し、顧客等の異議、不平、不満等に起因する当社 

       と顧客との主張の相違や対立が具体化し、顧客等から紛争処理機関にあっせん 

       等の申出があったものをいう。 

      ３．紛争処理機関とは、日商協、商品取引所、主務大臣が指定する団体、消費者 

基本法又は弁護士法の規定によるあっせん機関等をいう。 

      ４．訴訟とは、裁判所に顧客等から提訴があったものをいう。 

      ５．一つの案件が苦情、紛争又は訴訟に重複して該当する場合には、最終時点の 

       状態を記載している。例えば、苦情申出後に紛争に移行した場合には、苦情で 

は記載せず紛争に記載し、苦情、紛争を経て訴訟に移行した場合には、苦情、 

紛争では記載せず訴訟で記載している。 

 

（ｂ）当社が提起したもの 

 当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件 

 紛 争 訴 訟 紛 争 訴 訟 
当該年度に新
規に発生した
案件の件数 

０件 

０件 ０件 ０件 ０件 

前年度から継
続している案
件の件数 

０件 

０件 ０件 ０件 ０件 

合計  ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 
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（ｃ）双方が提起したもの 

当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件  

訴 訟 訴 訟 
当該年度に新
規に発生した
案件の件数 

０件 

０件  

（０件） 

０件  

（０件） 

前年度から継
続している案
件の件数 

１件 

０件  

（０件） 

１件  

（０件） 

合計  １件 
０件  

（０件） 

１件  

（０件） 

 （注）  双方が提起したものとは、同一の事案について顧客及び当社がそれぞれ相手 

     方に対して訴訟（反訴を含む）を提起したものをいう。 

※ なお、（ ）内は自社が先に訴訟を提起した件数を記載している。 

 

（ｄ）値合金処理に関するもの 

当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件  

事務処理ミス システム障害 事務処理ミス システム障害 
当該年度に新
規に発生した
案件の件数 

３０件 

２８件 ２件 ０件 ０件 

前年度から継
続している案
件の件数 

０件 

０件 ０件 ０件 ０件 

合計 ３０件 ２８件 ２件 ０件 ０件 

 （注）１．事務処理ミスとは、委託者の注文の執行において、過失により事務処理を誤 

ることをいう。 

 ２．システム障害とは、電子情報処理組織の異常により、委託者の注文の執行を 

誤ることをいう。 
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３．経理の状況 

 ① 貸借対照表 
 
岡藤商事株式会社（平成20年３月31日現在） （単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（（（（ 資 産 の 部資 産 の 部資 産 の 部資 産 の 部 ））））        （（（（ 負 債 の 部負 債 の 部負 債 の 部負 債 の 部 ））））        

流 動 資流 動 資流 動 資流 動 資 産産産産    37,990,29337,990,29337,990,29337,990,293    流 動 負流 動 負流 動 負流 動 負 債債債債    32,333,16132,333,16132,333,16132,333,161    

現 金 ･ 預 金 3,883,239 短 期 借 入 金 482,100 

預 託 金 445,000 一年以内償還予定の社債 600,000 

委 託 者 未 収 金 381,853 未 払 法 人 税 等 16,119 

商 品 50,408 未 払 消 費 税 等 71,797 

前 払 費 用 18,925 預 り 証 拠 金 29,211,302 

保 管 有 価 証 券 5,092,118 未 払 金 446,740 

差 入 保 証 金 21,656,448 賞 与 引 当 金 167,866 

委 託 者 先 物 取 引 差 金 1,983,699 預 り 金 1,277,566 

未 収 入 金 4,110,834 そ の 他 の 流 動 負 債 59,667 

繰 延 税 金 資 産 81,284 固 定 負固 定 負固 定 負固 定 負 債債債債    1,025,8741,025,8741,025,8741,025,874    

そ の 他 の 流 動 資 産 290,780 社 債 300,000 

貸 倒 引 当 金 △4,300 退 職 給 付 引 当 金 433,119 

固 定 資固 定 資固 定 資固 定 資 産産産産    5,681,2085,681,2085,681,2085,681,208    役 員 退 職 慰 労 引 当 金 292,755 

有 形 固 定 資有 形 固 定 資有 形 固 定 資有 形 固 定 資 産産産産    1,274,8121,274,8121,274,8121,274,812    特 別法上の準備特別法上の準備特別法上の準備特別法上の準備 金金金金    237,475237,475237,475237,475    

建 物 620,263 商 品 取 引 責 任 準 備 金 237,475 

器 具 及 び 備 品 179,548 （商品取引所法第 221 条）  

土 地 475,000 負 債 合負 債 合負 債 合負 債 合 計計計計    33,596,51233,596,51233,596,51233,596,512    

無 形 固 定 資無 形 固 定 資無 形 固 定 資無 形 固 定 資 産産産産    10,48010,48010,48010,480    （純資産の部（純資産の部（純資産の部（純資産の部））））        

営 業 権 10,480 株 主 資株 主 資株 主 資株 主 資 本本本本    12,137,39412,137,39412,137,39412,137,394    

投 資その他の資投資その他の資投資その他の資投資その他の資 産産産産    4,395,9164,395,9164,395,9164,395,916    資 本資 本資 本資 本 金金金金    3,084,8643,084,8643,084,8643,084,864    

投 資 有 価 証 券 1,650,224 資 本 剰 余資 本 剰 余資 本 剰 余資 本 剰 余 金金金金    1,176,6691,176,6691,176,6691,176,669    

関 係 会 社 株 式 8 資 本 準 備 金 1,176,669 

出 資 金 95,475 利 益 剰 余利 益 剰 余利 益 剰 余利 益 剰 余 金金金金    7,875,8607,875,8607,875,8607,875,860    

長 期 未 収 金 1,498,000 利 益 準 備 金 871,216 
破産債権、再生債権、更生債権 
その他これらに準ずる債権 339,711 そ の他利益剰余金 7,004,644 

長 期 差 入 保 証 金 794,163 別 途 積 立 金 8,758,838 

長 期 前 払 費 用 5,116 繰 越 利 益 剰 余 金 △1,754,194 

会 員 権 7,760 評 価・換算差額評価・換算差額評価・換算差額評価・換算差額 等等等等    △△△△2,062,4042,062,4042,062,4042,062,404    

その他の投資その他の資産 314,756 その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金    △△△△852,212852,212852,212852,212    

貸 倒 引 当 金 △309,300 土 地再評価差額土地再評価差額土地再評価差額土地再評価差額 金金金金    △△△△1,210,1911,210,1911,210,1911,210,191    

  純 資 産 合純 資 産 合純 資 産 合純 資 産 合 計計計計    10,074,99010,074,99010,074,99010,074,990    

資 産 合資 産 合資 産 合資 産 合 計計計計    43,671,50243,671,50243,671,50243,671,502    負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計    43,671,50243,671,50243,671,50243,671,502    
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 ② 損益計算書 
 

岡藤商事株式会社（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） （単位：千円）    

科      目 金      額    

営 業 収営 業 収営 業 収営 業 収 益益益益     5,856,7875,856,7875,856,7875,856,787    

受 取 手 数 料 5,317,393     

売 買 損 益 446,052     

そ の 他 93,342     

営 業 費営 業 費営 業 費営 業 費 用用用用     6,574,0986,574,0986,574,0986,574,098    

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,574,098     

営 業 損営 業 損営 業 損営 業 損 失失失失     717,310717,310717,310717,310    

営 業 外 収営 業 外 収営 業 外 収営 業 外 収 益益益益     311,464311,464311,464311,464    

受 取 利 息 15,654  

受 取 配 当 金 32,225  

有 価 証 券 売 却 益 155,491  

不 動 産 収 入 77,915  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 30,177  

営 業 外 費営 業 外 費営 業 外 費営 業 外 費 用用用用     104,149104,149104,149104,149    

支 払 利 息 39,353  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8,800  

為 替 差 金 51,584  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 4,411  

経 常 損経 常 損経 常 損経 常 損 失失失失     509,995509,995509,995509,995    

特 別 利特 別 利特 別 利特 別 利 益益益益     2,714,0042,714,0042,714,0042,714,004    

固 定 資 産 売 却 益 1,393,219  

商 品 取 引 責任 準備 金戻 入 400,589  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 908,126  

そ の 他 の 特 別 利 益 12,069  

特 別 損特 別 損特 別 損特 別 損 失失失失     977,048977,048977,048977,048    

固 定 資 産 除 却 損 50,676  

店 舗 廃 止 関 連 費 用 31,064  

関 係 会 社 株 式 売 却 損 38,910  

債 権 譲 渡 損 失 855,537  

そ の 他 の 特 別 損 失 859  

税 引 前 当 期税 引 前 当 期税 引 前 当 期税 引 前 当 期 純 利純 利純 利純 利 益益益益     1,226,9601,226,9601,226,9601,226,960    

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税税税税    8,593     

法 人 税 等 調 整法 人 税 等 調 整法 人 税 等 調 整法 人 税 等 調 整 額額額額    927,526 936,119936,119936,119936,119    

当 期 純 利当 期 純 利当 期 純 利当 期 純 利 益益益益        290,840290,840290,840290,840    
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 ③ 株主資本等変動計算書 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

岡藤商事株式会社（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） （単位：千円）    

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金 利益準備金 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

株主資本 
合計 

平成19年３月31日残高 3,084,864 1,176,669 871,216 9,499,719 △740,881 9,630,054 13,891,588 

当期の変動額        

当期純利益     290,840 290,840 290,840 

土地再評価差額金取崩
額 

    △2,045,034 △2,045,034 △2,045,034 

別途積立金の取崩    △740,881 740,881 － － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

     － － 

当期の変動額合計 － － － △740,881 △1,013,312 △1,754,194 △1,754,194 

平成20年３月31日残高 3,084,864 1,176,669 871,216 8,758,838 △1,754,194 7,875,860 12,137,394 

        

評価・換算差額等    

 
その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

純資産合計 

   

平成19年３月31日残高 △42,384 △3,255,226 △3,297,610 10,593,978    

当期の変動額        

当期純利益   － 290,840    
土地再評価差額金取崩
額 

  － △2,045,034    

別途積立金の取崩   － －    
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△809,828 2,045,034 1,235,206 1,235,206    

当期の変動額合計 △809,828 2,045,034 1,235,206 △518,987    

平成20年３月31日残高 △852,212 △1,210,191 △2,062,404 10,074,990    
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 ④ 個別注記表 

当社の計算書類は、「会社法計算規則」（平成18年法務省令第13号）に基づくとともに、「商

品先物取引業統一経理基準」（平成５年３月３日付、旧（社）日本商品取引員協会理事会決議）

に準拠して作成しております。 

     なお、計算書類の記載金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社は、前事業年度に383,398千円の営業損失を計上し、当事業年度においても717,310千円の

営業損失を計上しております。 

当該状況により、当社は「継続企業の前提に関する開示について」（日本公認会計士協会監査

委員会報告第74号）に基づき、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在していると判断してお

ります。 

当社は、このような状況を解消するべく、平成20年度利益計画を完遂するとともに、激変する

経営環境・市場環境に対応した新たなビジネスモデルを構築し、収益基盤の強化と安定化に努め

てまいります。 

これらの施策を実行するために、平成20年５月７日付で、代表取締役社長の交代を含む経営陣

の刷新と若返りを実施しました。今後は、新たな若いリーダーのもと、次世代ビジネスモデルの

確立と業績回復および企業価値の向上に努めてまいります。 

なお、計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を計算

書類には反映しておりません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

      その他有価証券 

        時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

評価しております。） 

        時価のないもの … 移動平均法による原価法により評価しております。 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

        商品 … 先入先出法による原価法により評価しております。 

３．デリバティブの評価基準および評価方法 

       時価法により評価しております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 … 建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法を採用しており

ます。 

無形固定資産 … 定額法を採用しております。 

        長期前払費用 … 定額法を採用しております。 

５．引当金および特別法上の準備金の計上基準 

       貸倒引当金 … 委託者の債権や貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 
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       賞与引当金 … 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異

（680,280千円）については、15年による均等額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法によりそれぞれ発生の会計年度から

費用処理しております。 

役員退職慰労引当金 … 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

商品取引責任準備金 … 商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所法第221条

の規定に基づき同法施行規則に定める額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

８．その他 

       消費税等の会計処理 

         消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（重要な会計方針の変更） 

  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、営業損失および経常損失が2,224千円増加しており、税引前当期純利益が2,224

千円減少しております。 

 

（追加情報） 
  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 19年３月 31日以前に取得した資産について

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌期から５年間で均等償却する方法によっております。 

これにより、営業損失および経常損失が2,649千円増加しており、税引前当期純利益が2,649

千円減少しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産は 

定期預金 600,000 千円 
建物 449,691 千円 
土地 475,000 千円 
投資有価証券 736,500 千円であります。 
担保に対応する債務は、 
短期借入金 382,100 千円 
社債 900,000 千円であります。 

２．関係会社対する金銭債権・債務は、 
短期金銭債権 1,867,364 千円 
長期金銭債権 898,000 千円であります。 

３．保証債務は、1,663,332 千円であります。 
４．有形固定資産の減価償却累計額は、904,875 千円であります。 
５．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機周辺機器および車両等については、リ

ース契約により使用しております。 
６．親会社株式は、固定資産の部における関係会社株式として計上しております。 
   計上額は、8千円であります。 
 
（損益計算書に関する注記） 

   関係会社への営業費用は、        419,000 千円、 

関係会社からの営業取引以外の取引高は、18,111 千円であります。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済株式数の種類及び総数に関する事項 
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 9,965,047 株 － － 9,965,047 株 
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（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は、つ

ぎのとおりであります。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 
 取 得 価 額 相 当 額           減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額           

車 両 30,483千円 17,737千円 12,746千円 

器 具 及 び 備 品 332,562千円 204,771千円 127,790千円 

ソ フ ト ウ エ ア 43,189千円 20,498千円 22,691千円 

合 計 406,235千円 243,007千円 163,227千円 

２．未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 内        81,014 千円 

１ 年 超        86,661 千円 

  合     計 167,676 千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
支払リース料 128,019 千円 

減価償却費相当額 118,248 千円 

支払利息相当額 5,373 千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 
繰延税金資産  

賞与引当金 68,825 千円 

貸倒引当金 2,400 千円 

退職給付引当金 177,578 千円 

役員退職慰労引当金 120,029 千円 

商品取引責任準備金 97,364 千円 

未払事業所税 2,524 千円 

未払金 9,723 千円 

繰越欠損金 949,887 千円 

その他有価証券評価差額 349,407 千円 

その他         3,833 千円 

繰延税金資産小計 1,781,576 千円 

 評価性引当額 △1,700,292 千円 

繰延税金資産合計 81,284 千円 

  

繰延税金資産の純額 81,284 千円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な原因別の内訳 
法定実効税率 41.00％ 

 （調整）  

 交際費等永久に損金に参入されない項目 5.57％ 

 受取配当金等永久に益金に参入されない額 △0.52％ 

 住民税等均等割 0.95％ 

 土地売却に係る再評価差額の認容 △68.34％ 

 評価性引当額 102.83％ 

 その他 △5.19％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担額 76.30％ 
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（関連当事者との取引に関する注記） 
 １．親会社および法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金また
は出資金 
 （千円） 

事業
の内
容ま
たは
職業 

議決
権等
の所
有(非
所有)
割合 

役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

親会社
に対す
る債権 

－ 
未収入
金 

1,867,364 

親会社 

岡藤ホ
ールデ
ィング
ス㈱ 

大阪
市中
央区 

5,000,000 
持株
会社 

直接 
100％ 

兼任 
９名 

経営指
導に関
する契
約等を
締結 

親会社
に対す
る債権 

－ 
長期未
収金 

898,000 

 ２．兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金また
は出資金 
 （千円） 

事業
の内
容ま
たは
職業 

議決
権等
の所
有(非
所有)
割合 

役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

兄弟会
社に対
する債
権 

－ 
未収入
金 

2,077,075 

兄弟会
社に対
する債
権 

－ 
長期未
収金 

600,000 

親会社
の子会
社 

岡藤ビ
ジネス
サービ
ス㈱ 

大阪
市中
央区 

800,000 

事務
請負
その
他事
業 

－ 
兼任 
８名 

業務委
託に関
する契
約等を
締結 

不動産
収入 

46,654 － － 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。 

   ２．取引条件および取引条件の決定方針 
    上記各社との取引金額については、業務内容を勘案し、協議の上決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額は、    1,011 円 03 銭 

２．１株当たり当期純利益金額は、 29 円 18 銭であります。 
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○追加開示情報 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記の追加） 

   営業収益の計上基準 

     ① 受取手数料 

       イ．商品先物取引 

         委託者の売付け又は買付けに係る取引が成立したときに計上しております。 

      ロ．商品ファンド 

         取引成立日に計上しております。 

     ② 売買損益（商品先物取引損益） 

        反対売買により取引を決済したときに計上しております。 

      また、未決済建玉については時価による評価損益を計上しております。 

 

（貸借対照表に関する注記の追加） 

１．預託資産 

 取引証拠金等の代用として次の資産を株式会社日本商品清算機構へ預託しております。 
保管有価証券 5,043,514 千円 

投資有価証券 400,442  

合 計 5,443,956  

    （注）上記には、自己の未決済玉に係る取引証拠金の代用有価証券3,720千円を 
含んでおります。 

なお、商品取引所法第179条の第７項の規程に基づき、取引証拠金の株式会社日本商品清算

機構への預託にかえて銀行等と契約している「契約預託金額」は1,000,000千円であります。 

 

２．分離保管資産 

    商品取引所法第210条の規定に基づいて分離保管されている資産は次のとおりであります。 
保護基金預託金 200,000 千円 

保護基金担保金 245,000  

合 計 445,000  

    商品取引所法施行規則第98条第１項第３号に基づき、当社が銀行等と締結した保証委託契 

約における支払保証限度額は次のとおりであります。 
（株）三井住友銀行 500,000 千円 

また、同法施行規則第98条第１項第４号に基づく、委託者保護会員制法人日本委託者保護基

金と締結している代位弁済委託契約における代位弁済限度額は980,000千円であります。 

なお、同法施行規則第98条第１項第２号に基づく保全対象財産は、1,322,447千円でありま

す。 

 

３．商品取引責任準備金の積立は、商品取引所法第221条の規程に基づくものであります。 

なお、日本商品先物取引協会の定款に基づき、この積立額に相当する額の現金を商品取引責

任準備金として専用口座にて管理しております。 
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  ４．委託者未収金のうち、無担保未収金は89,103千円であります。なお、発生から１年以上を経

過しているものは、投資その他の資産の部に計上しており、その額は64,339千円であります。 

 

  ５．委託者先物取引差金は、委託者の未決済玉に関する約定代金と決算期末の時価との差損益金

の純額であって、株式会社日本商品清算機構との間で受払精算された金額であります。この金

額は、すべての委託者の各商品取引所の商品ごとに差損益金を算定したうえで、各商品取引所

ごとに合計して算出したものであります。 

 

 

（損益計算書に関する注記の追加） 

１．受取手数料の内訳 
商 品 先 物 取 引 5,211,223 千円 

商 品 フ ァ ン ド 106,169  

合 計 5,317,393  

  

２．売買損益の内訳 
商 品 先 物 決 済 損 益 569,975 千円 

商 品 先 物 評 価 損 益 △84,775  

商 品 売 買 損 益 67,577  

為 替 証拠 金取引売買損益 △106,724  

合 計 446,052  

 

 ⑤ 監査に関する事項 

    この開示資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表につい

ては、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 

 

 

⑥ 財務比率 

 

      諸 項 目                         比 率     

 (a) 純資産額規制比率 [純資産額/リスク額×100]   935.1％ 

 (b) 純資産額資本金比率 [純資産額/資本金額×100]      331.3％ 

(c) 自己資本資本金比率 [自己資本/資本金額×100] 326.6％ 

 (d) 自己資本比率 [自己資本/総資産額×100]       23.1％ 

 (e) 修正自己資本比率 [自己資本/総資産額×100]       57.7％ 

 (f) 負債比率 [負債合計額/純資産額×100]      328.8％ 

 

 (g) 流動比率 [流動資産額/流動負債額×100]        117.5％ 

 

 



                              平成 20年 9月 29日 
                               岡藤商事株式会社 
 

岡藤商事株式会社（平成 20年 3月期）年次情報開示資料の一部訂正について 
 
 弊社が開示しております、岡藤商事株式会社（平成 20年 3月期）年次情報開示資料につ
きまして、一部件数の記載に誤りがありましたので、以下のとおり訂正いたします。 
 
訂正箇所 
 24ページ ⑧苦情、紛争、訴訟に関する事項 表（a）顧客等が提起したもの 
 当該年度に新規に発生した案件の件数   ２４件→２１２１２１２１件件件件 
  ⇒当該年度中の解決案件⇒訴訟      ２件→ 1111件件件件 
⇒当該年度中の未解決案件⇒訴訟     ４件→ ２件２件２件２件 

 前年度から継続している案件の件数    ２７件→３０件３０件３０件３０件 
  ⇒当該年度中の解決案件⇒訴訟     １２件→１３件１３件１３件１３件 
⇒当該年度中の未解決案件⇒訴訟     ５件→ ７件７件７件７件 

 ※これは、「前年度から継続している案件の件数」に計上すべき案件（3 件）を「当該年
度に新規に発生した案件の件数」に計上してしまった為の訂正です。 

 
⑧苦情、紛争、訴訟に関する事項 
（a）顧客等が提起したもの 

  当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件 

  苦  情 紛  争 訴  訟 苦  情 紛  争 訴  訟 

 

相互の話 

合いに 

よる解決 

紛争処理

機関での

解決 

  
相互に 

話合い中 

紛争処理 

機関で 

処理中 

  

当該年度に

新規に発生し

た案件の 

件数 

１３ 件 ０ 件 １１１１    件件件件    ４ 件 １ 件 ２２２２    件件件件    

２１２１２１２１    件件件件               

前年度から継 

続している 

案件の件数 

３ 件 １ 件 １３１３１３１３    件件件件    ６ 件 ０ 件 ７７７７    件件件件    

３０３０３０３０    件件件件                

合計 ５１ 件 １６ 件 １ 件 １４ 件 １０ 件 １ 件 ９ 件 

 
                                     以上 
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